予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉諸費　　　
	事業名: 生活福祉資金貸付事業推進事務費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　健康福祉部　地域福祉国保課　地域福祉係　電話番号：058-272-1111（内2522）

　　　　　　　E-mail：c11219@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：39,235千円（前年度予算額：25,599千円）
	要求内容


	１　要求の内容


生活福祉資金貸付事業（低所得世帯等に対し、資金の貸付け及び必要な指導援助を行うことにより、経済的自立と生活意欲の助長促進を図る）の実施に要する事務経費に対し、実施主体である県社会福祉協議会へ助成を行う。

また、滞納債権の償還に関する取組にかかる経費については、補助率を異にして別枠で国庫補助対象とされており、県としては、県社会福祉協議会が滞納債権管理職員の設置等に要する経費について、助成を行う。
	２　所要経費


（１）通常事務費（国庫補助率１／２）

　ア）年間所要経費
        人件費（職員２、嘱託２）22,968千円

        県社協事務費             4,902千円

        民生委員実費弁償        11,775千円

        市町村社協事務費         3,390千円

        債権強化事業推進費       1,380千円 
            　 計　　　　　　　 44,415千円　･･･　①

  イ）貸付利息等収入

      　貸付利子　　　　　　　   3,424千円

        預金利子（貸付原資）　  14,833千円

        事務費　　　　　             1千円 
　　　　　　　 計　　　　　　　 18,258千円　･･･　②
  支出（年間所要経費）と収入（貸付利子等収入）の差額（＝①－②）

＝ 44,415千円 － 18,258千円 ＝  26,157千円　・・・③
（２）滞納債権償還指導等事務費（国庫補助率１０／１０　通常事務費の国庫補助額13,078千円が上限補助額）

　　年間所要経費

　　　県社協事務費　　　　　　8,542千円

　　　市町村社協事務費　　　　4,536千円

　　　　　　　　　　　　計　 13,078千円…④
③＋④＝26,157千円＋13,078千円＝39,235千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	25,599
	12,799
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	12,800

	要求額
	39,235
	26,156
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	13,079

	決定額
	39,235
	26,156
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	13,079


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	低所得世帯、障がい者世帯又は高齢者世帯の経済的自立及び生活意欲の助長促進を図るため、現在の生活福祉資金貸付事務体制を確保します。また、滞納債権の増加が顕著になっていることから、借受世帯の自立を促すためにも、滞納債権の償還指導の取り組みを支援します。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	生活福祉資金貸付件数
（件）
	（H　）
	859
（H21）
	987
（H22）
	509
（H23）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	生活福祉資金貸付制度の目的は、低所得世帯、障がい者世帯又は高齢者世帯の経済的自立及び生活意欲の助長促進にあることから、滞納債権の償還促進の取り組みに当たっては、借受世帯の経済状況等に配慮しながら進めていく必要がある。そのため、金額や件数といった具体的な数値目標の設定にはそぐわない。


（平成24年度の取組）

	○通常事務費について
　　　貸付事務費は、かつては、貸付金の利子、貸付原資の運用益（預金利子）等の収入により補われていたが、低金利による預金利子収入の減少により所要経費を賄うことが困難となったため、その不足分（支出と収入の差額）を助成している。
　　　平成24年度（4～9月）の生活福祉資金貸付決定状況

　　　総合支援資金　　　　　 30件　 6,097,985円

　　　福祉費　　　　　　　　 21件　11,320,550円

　　　緊急小口資金　　　　　145件　10,317,275円

　　　教育支援資金　         17件　 5,984,244円

合計　                213件　33,720,054円

　○滞納債権償還指導等事務費について

　　　生活福祉資金の貸付は、貸付要件の緩和を含む制度改正が行われた平成21年度以降、全国的に貸付件数が急増した。そのため、貸付後の対応（償還指導等）を強化する必要が生じ、平成24年度から、滞納債権の償還に関する取組については、補助率を引き上げたうえで従来の補助とは別枠で国庫補助対象とされた。県としてはこれを受け、平成24年11月から開始された県社会福祉協議会による滞納債権の償還に関する取り組み（滞納債権管理職員の配置、コールセンター業務委託等）について助成を行った。




（平成24年度の成果）

	4月から9月までの6か月間で合計213件、33,720,054円の貸付を決定し、低所得世帯、高齢者世帯又は障がい者世帯の経済的自立に寄与した。

また、11月以降滞納債権償還促進の取り組みにより、滞納債権額の増加の一定程度の抑制と、借受世帯の自立促進が期待される。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	無利子または低利子で貸付を受けることが可能な生活福祉資金貸付制度は、低所得世帯、高齢者世帯又は障がい者世帯が安定した生活を目指すうえで、大きな役割を果たしている。一方で、平成22年度前後に制度の変更や厳しい経済情勢により貸付件数・金額が多くなったこともあり、近年滞納債権の増加が顕著になっており、貸付後の対応強化が求められている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	・近年の貸付決定件数及び金額

平成20年度　213件　118,106千円

平成21年度　859件　323,038千円

平成22年度　987件　340,879千円

平成23年度　509件　160,476千円

貸付決定件数及び金額は、経済情勢の影響等により波はあるものの、一定の数値以上で推移していることから、生活福祉資金の貸付は、多くの世帯の生活の安定に寄与していると考えられる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	県社会福祉協議会においては、貸付原資の運用益を確保するよう取り組んでおり、本事業による補助は、事務費から運用益による収入を除いた、最低限の範囲で行われている。また滞納債権償還の取組についても、最低限の体制で実施する計画である。


（今後の課題）

	滞納債権償還に関する取り組みについては、平成24年度途中から開始されたものであり、まだ効果が判明していない。一定の期間が経過した段階で効果を検証し、取り組みの形に反映させていく必要がある。


（次年度の方向性）
	貸付実績から、生活福祉資金貸付制度に対するニーズは高いと考えられる。したがって本事業も、貸し付けた後の対応の強化を支援しつつ継続することが望ましい。


